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資産の部

Ⅰ 固定資産

1 有形固定資産

土地
減損損失累計額

建物
減価償却累計額
減損損失累計額

構築物
減価償却累計額
減損損失累計額

機械装置
減価償却累計額

工具器具備品
減価償却累計額

図書

美術品・収蔵品

船舶
減価償却累計額

車両運搬具
減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

2 無形固定資産

特許権

ソフトウェア

特許権仮勘定

商標権仮勘定

電話加入権

無形固定資産合計

3 投資その他の資産

投資有価証券

減価償却引当特定資産（注）

破産更生債権等

徴収不能引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計

Ⅱ 流動資産

現金及び預金

未収学生納付金収入

未収附属病院収入

徴収不能引当金

その他未収入金

有価証券

たな卸資産

医薬品及び診療材料

前渡金

未収収益

未収消費税等

その他流動資産

流動資産合計

資産合計

10,094

5,508

4,665,104

87,347,147

14,435,400

1,007,618

172

707,618

23,339

17,640

171,790

398

△ 19,986,953 6,918,491

109,719
△ 91,311 18,408

86,126,187

220,281

20,600
△ 16,746 3,853

△ 103,887

△ 2,775,747 2,412

26,905,444

4,134,856

2,296,018△ 5,999

貸借対照表
（令和６年３月３１日）

39,772,840

（単位：千円）

2,778,159

61,547,415

△ 294,165 39,478,675

33,045,077

△ 3,338,894

△ 28,398,450

5,640,912

△ 6,671 4,658,433

20,929

443,983

325,303

636,823

8,112

△ 88,434

88,434

300,000

213,341

108,634,538

21,287,390

11,832

700,000

- 

39,079
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負債の部

Ⅰ 固定負債

長期繰延補助金等（注）
大学改革支援・学位授与機構債務負担金
長期借入金
資産除去債務
長期リース債務

固定負債合計

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務（注）
寄附金債務（注）
前受受託研究費（注）
前受共同研究費（注）
前受受託事業費等（注）
前受金
科学研究費助成事業等預り金
預り金
一年以内返済予定長期借入金
一年以内返済予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金
未払金
リース債務
未払費用
賞与引当金

流動負債合計

負債合計

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金

資本金合計

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金

減価償却相当累計額　（△）（注）

減損損失相当累計額　（△）（注）

利息費用相当累計額　（△）（注）

除売却差額相当累計額　（△）（注）

資本剰余金合計

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注）
教育・研究充実積立金（注）
附属病院充実積立金（注）
積立金（注）
当期未処分利益
（うち当期総利益）

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。

△ 3,007,382

821,445

△ 20,899,147

43,106,013

108,634,538

84,917,732

18,816,344

1,156,118
8,155,563

(2,409,466)
2,409,466

552,895
6,542,300

△ 400,515

△ 36,633

47,339,053

47,339,053

23,716,805

205,427

10,293,228

22,310

160,694

4,790,752

39,504

214,601

33,121
1,011

850,401
114,839

2,036,543

146,683

13,423,576

778,762

10,265,539
54,954

435,357

2,177,637

567,216

18,762,335
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経常費用

業務費

教育経費

研究経費

診療経費

材料費

委託費

設備関係費

経費

教育研究支援経費

受託研究費

共同研究費

受託事業費

役員人件費

教員人件費
常勤教員給与

非常勤教員給与

職員人件費
常勤職員給与

非常勤職員給与

一般管理費

財務費用

支払利息
雑損

経常費用合計

経常収益

運営費交付金収益（注）

授業料収益

入学金収益（注）

検定料収益

附属病院収益

受託研究収益（注）

共同研究収益（注）

受託事業等収益（注）

補助金等収益（注）

寄附金収益（注）

施設費収益

財務収益

受取利息

有価証券利息

雑益

財産貸付料収入

財産利用料収入

研究関連収入

その他雑益

経常収益合計

経常利益

臨時損失

固定資産除却損

当期純利益

目的積立金取崩額（注）

当期総利益

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。

資本剰余金を減額したコスト等に関する注記
当期総利益

減価償却相当額
利息費用相当額
除売却差額相当額
賞与引当増加相当額
退職給付引当増加相当額
小計

施設費収益相当額
資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額

科学研究費助成事業等に関する注記
当期受入額
当期支出額

2,409,466

533,465
1,569,326

△ 1,079,124
△ 2,291

△ 21,770
2,694

△ 273,113
△ 1,373,605

2,409,466

2,086,746

322,720

190,533 488,234

58,400 58,400

4,146

1,528,919

10,140

102,608

14,287

90,067

2,533,589

6,904,272

1,372,287

7,866,740

1,612,427 9,479,167

9,835,333

3,397,460

394,218

493,561

104,948

24,067,884

2,145,146

70,283

44,087,992

124,809

953,696

185,790

41,942,846

51,185

2,766

損益計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

1,577,894

（単位：千円）

1,386,852

11,382,727

1,527,166

4,387,357

937,361

386,807

851,243

8,276,560

178,851

419,869
406,713

41,037,651

18,234,613

738,844

114,923

663,134
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（単位：千円）

うち当期
総利益

47,339,053 47,339,053 40,106,302 △ 19,899,861 △ 400,649 △ 34,341 △ 2,905,640 16,865,809 8,594,108 0 0 0 10,601,735 0 19,195,844 83,400,707

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 533,465 533,465 533,465

固定資産の除売却 79,838 133 △ 101,742 △ 21,770 △ 21,770

減価償却 △ 1,079,124 △ 1,079,124 △ 1,079,124

時の経過による資産除去債務の増加 △ 2,291 △ 2,291 △ 2,291

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

（１） 利益の処分又は損失の処理

前中期目標期間からの繰越し

利益処分による積立 565,311 1,880,860 8,155,563 △ 10,601,735 0 0

国庫納付金の納付

（２） その他

当期純利益（又は当期純損失） 2,086,746 2,086,746 2,086,746 2,086,746

前中期目標期間繰越積立金取崩額 1,807,421 1,807,421 △ 2,051,808 244,386 244,386 △ 1,807,421 0

目的積立金取崩額 658,824 658,824 △ 12,415 △ 724,742 78,333 78,333 △ 658,824 0

当期変動額合計 0 0 2,999,711 △ 999,286 133 △ 2,291 △ 101,742 1,896,525 △ 2,051,808 552,895 1,156,118 8,155,563 △ 8,192,269 2,409,466 △ 379,499 1,517,025

当期末残高 47,339,053 47,339,053 43,106,013 △ 20,899,147 △ 400,515 △ 36,633 △ 3,007,382 18,762,335 6,542,300 552,895 1,156,118 8,155,563 2,409,466 2,409,466 18,816,344 84,917,732

当期変動額

当期
未処分
利益

利益剰余金
合計

当期首残高

除売却差額
相当累計額(△)

資本
剰余金
合計

前中期目標
期間繰越
積立金

資本
剰余金

減価償却
相当累計額(△)

減損損失
相当累計額(△)

利息費用
相当累計額(△)

純 資 産 変 動 計 算 書

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産
合計

政府
出資金

資本金
合計

教育・研究充実積
立金

附属病院充実
積立金

積立金
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービス購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

授業料収入

入学金収入

検定料収入

附属病院収入

受託研究収入

共同研究収入

受託事業等収入

補助金等収入

寄附金収入

財産貸付料及び財産利用料収入

間接経費収入

その他の収入

科学研究費助成事業等預り金増減(△)額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の償還による収入

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

減価償却引当特定資産の繰入による支出

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

施設費による収入

資産除去債務の履行による支出

小　計

利息及び配当金の受取額

投資活動によるキャッシュ･フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出

リース債務の返済による支出

長期借入金の返済による支出

小　計

利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金に係る換算差額

Ⅴ 資金増加額（又は減少額）

Ⅵ 資金期首残高

Ⅶ 資金期末残高

△ 700,000

500,000

△ 300,000

4,699,479

△ 3,370,230

△ 31,519

14,761

△ 2,414,984

171,439

124,809

204,532

△ 871

24,334,562

10,052,148

3,047,208

446,326

104,948

キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

△ 18,707,012

△ 749,379

△ 18,440,869

（単位：千円）

1,050,691

319,313

2,101,697

174,050

465,883

6,435,400

△ 959,091

△ 362,291

△ 1,009,638

5,160,543

△ 565,281

△ 50,546

1,274,856

－

△ 2,429,745

595,157

△ 53,959

10,700,000

△ 9,800,000

△ 713
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（重要な会計方針） 

当事業年度より、国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注

解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月 10 日改訂））及び「「国立大学法人会計

基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 令和

５年４月 13 日最終改訂）（以下「国立大学法人会計基準等」という。）のうち、収益認識に係る改訂内

容を適用して、財務諸表を作成しております。 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

  原則として、期間進行基準を採用しております。 

  なお、プロジェクト研究等の一部に充当される運営費交付金については業務達成基準を採用して

おります。また、基幹運営費交付金（ミッション実現加速化経費）、特殊要因経費等として措置さ

れる運営費交付金については、文部科学省の指定に従い期間進行基準、業務達成基準又は費用進行

基準を採用しております。 

２．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は以下

のとおりです。 

建物 1 ～ 50 年 

構築物 2 ～ 60 年 

機械装置 2 ～ 17 年 

工具器具備品 1 ～ 20 年 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 78）及び資産除去債務に対応する特定の除去費

用等（国立大学法人会計基準第 85）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額として、

減損損失相当額については、減損損失相当累計額として、資本剰余金から控除して表示しておりま

す。 

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

３．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等に 

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

４．賞与引当金及び見積額の計上基準 

賞与について、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞与引当金

は計上しておりません。翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教

職員に支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しておりま

す。 

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末の引

当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされているため、退職給付に係る引当

金は計上しておりません。 
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なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、国立大学法人

会計基準第 82第 4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上して

おります。 

６．収益及び費用の計上基準 

 附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医療費（診

療費）であり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っております。

当該履行義務は、診療行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益

を認識しております。 

７．有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券  償却原価法（定額法）としております。 

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  たな卸資産（貯蔵品） 最終仕入原価法による原価法 

  医薬品及び診療材料  移動平均法による低価法 

ただし、医薬品及び診療材料の評価方法については、当分の間、最終仕入原価法によることとし

ております。 

９．リース取引の会計処理 

リース料総額が 3,000 千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

１０．消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

１１．会計方針の変更 

  当事業年度より、改訂後の国立大学法人会計基準のうち、収益認識に係る改訂内容を適用してお

ります。なお、これによる当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。 

１２．その他 

  貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び純資産変動計算書の記載金額は千円 

単位とし、表示単位未満については切捨て表示しております。 
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（注記事項） 

１．貸借対照表関係 

(1) 利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合い

の資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計   13,150,032千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計    10,338,415千円 

利益剰余金に与える影響額（差引き）   2,811,617 千円 

② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益価額

が二重になっていることによるもの

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、

資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化累計額

425,574 千円

③ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、

国からの出資でなく譲与としたことによるもの             476,843 千円

④ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料につい

て、国からの出資でなく譲与としたことによるもの                    312,005 千円

 4,026,041 千円 

(2) 担保資産

長期借入金 10,832,755 千円（一年以内返済予定長期借入金 567,216 千円を含む。）の担保

に供しているものは次のとおりです。 

  土地   11,616,611千円 

  建物  10,489,737千円 

(3) 債務保証の総額  77,265 千円 

(4) 運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額  662,075 千円 

(5) 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 8,275,310 千円 

(6) 減損関係

１．減損を認識した資産

該当事項はありません。 

２．翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産に関する事項 

①使用しないという決定を行った固定資産の概要

名 称 用 途 種 類 場  所 使用しなくなる日 

大和町宿舎 役職員宿舎 構築物 
佐賀市大和町大字

久池井 1022-1 
令和９年３月 

八戸溝宿舎 役職員宿舎 土地、建物、構築物 
佐賀市八戸溝 3 丁

目 10 番 
令和９年３月 

鍋島宿舎 役職員宿舎 
土地、建物、附属設備、

構築物 

佐賀市鍋島 3 丁目

11 番 
令和９年３月 

一本杉宿舎 役職員宿舎 土地、構築物 
佐賀市本庄町大字

本庄 1034-4 
令和９年３月 
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②使用しないという決定を行った経緯及び理由

大和町宿舎、八戸溝宿舎、鍋島宿舎、一本杉宿舎は、建物の老朽化や入居率の低下による維持

管理費の増加により、令和８年度末で廃止することが令和５年第 17 回役員会で審議のうえ了承 

されました。 

③将来使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損価額の見込額

（単位：千円）

名 称 帳簿価額 
回収可能 

サービス価額
減損額 

大和町宿舎 671 0 671 

八戸溝宿舎 393,832 134,000 259,832 

鍋島宿舎 431,438 378,000 53,438 

一本杉宿舎 55,344 0  55,344 

(7) 資産除去債務関係

①資産除去債務の概要

石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、ダイオキシン類対策特別措

置法の規定に基づく焼却炉のダイオキシン除去義務、特定製品に係るフロン類の回収及び破壊 

の実施の確保等に関する法律に基づくフロン除去義務、放射性同位元素等による放射線障害 

の防止に関する法律の規定に基づく放射性同位元素等を使用している建物の放射線の除去義 

務及び土地の賃貸借契約等に伴う原状回復義務であります。 

②資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から２年～４６年と見積り、割引率は、０．２９％～２．３９％を使用

して資産除去債務の金額を計算しております。 

③当事業年度における資産除去債務の総額の増減

（単位：千円） 

期首残高 145,772 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 

時の経過による調整額 2,336 

資産除去債務の履行による減少額 △1,426

その他増減額（△は減少） － 

期末残高 146,683 

（8）収益認識関係

当法人は、以下に記載する内容を除き、国立大学法人会計基準第７７における収益に重要性

が乏しいため、注記を省略しております。 

①収益の分解情報

当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、国立大学法人会計基準第

７７を適用する取引に係る主なサービス等の種類と収益の額は、附属病院の診療による附属病 

院収益 24,067 百万円であります。 
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②収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

③当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

重要性が乏しいため、契約資産の残高の区分表示を含め記載を省略しております。

２．損益計算書関係 

(1) 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合い

の資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

附属病院に関する借入金の元金償還額    596,800 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費   634,869 千円 

当期総利益に与える影響額（差引き）   △38,069 千円

② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額

が二重になっていることによるもの

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、 

資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化額 

  －千円 

△38,069 千円

３．キャッシュ・フロー計算書関係 

(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金  14,435,400 千円 

定 期 預 金  △8,000,000 千円

  期末資金残高     6,435,400 千円 

(2) 重要な非資金取引

①現物寄附による資産の取得  2,032,236 千円 

②ファイナンス・リースによる資産の取得  543,950 千円 

４．重要な債務負担行為 

  該当ありません。 

５. 金融商品関係

(1) 当法人は、資金運用については、預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達に

ついては、大学改革支援・学位授与機構からの借入れを実施しております。

資金運用にあたっては国立大学法人法第 35 条の２が準用する独立行政法人通則法第 47 条及

び国立大学法人法第 33 条の５第２項の規定に基づき、預金、国債、Ａ格以上の社債を保有して

おり株式等は保有しておりません。なお、当該運用資産は、金利や為替の変動による市場リスク

や信用リスク等を包含しており、未収附属病院収入は、診療費の患者負担金未収金管理規程に

沿ってリスク管理を行っております。                                                   

　大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、 

文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 
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(2) 期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

また、現金は注記を省略しており、減価償却引当特定資産、預金、未収入金及び未払金は短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円） 

貸借対照表計上額

（*１） 
時価（*１） 差額（*１） 

(1)有価証券（投資有価証券を含む） 1,407,618 1,434,771 △27,152

(2)未収附属病院収入

徴収不能引当金（*２） 

4,665,104 

△6,671

4,658,433 4,658,433 － 

(3)大学改革支援・学位授与機構

債務負担金（*３）
(77,265) (78,483) (△1,218)

(4)長期借入金（*４） (10,832,755) (10,766,905) (65,849) 

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（＊２） 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。 

（＊３） 大学改革支援・学位授与機構債務負担金には、一年以内返済予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金を含んでおります。 

（＊４） 長期借入金には、一年以内返済予定長期借入金を含んでおります。  

（注）時価算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、 以下の三つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、 

時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

（1）有価証券及び投資有価証券

国債及び地方債は相場価格を用いて評価しております。これらは活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価

に分類しております。ただし、譲渡性預金（貸借対照表計上額 700,000千円）については、短期間で償還されるため、当該帳簿価 

額を時価としております。 

 社債については、固定金利によるもののうち、日本証券業協会が公表する売買参考統計値を参照可能なものは、時価はその売買 

参考統計値を用いて評価しており、レベル２の時価に分類しております。 

(2) 未収附属病院収入

未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しており、レベル３の時

価に分類しております。 

（3）大学改革支援・学位授与機構債務負担金、(4)長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

６. 賃貸等不動産関係

当法人は、佐賀市その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の

総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
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７．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

Ⅰ 業務費用 

（1）損益計算書の費用 42,001,246 千円 

（2）（控除）自己収入等  △32,465,485 千円

業務費用合計   9,535,761 千円 

Ⅱ資本剰余金を減額したコスト等  1,373,605 千円 

Ⅲ機会費用 

  国又は地方公共団体の無償又は減額された 

使用料による貸借取引の機会費用     5,610 千円 

政府出資の機会費用   343,839 千円 

Ⅳ（控除）国庫納付額     －千円 

Ⅴ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト  11,258,816 千円 

８．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の 

計上方法 

（1）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

地方自治体の財産規程及び同種施設の賃借料等を参考にしております。

（2）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

決算日における 10 年もの国債(新発債)の利回りを参考に 0.725%で計算しております。

９．重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

ー 13 ー









期　　首 当　　期 当　　期 期　　末 差引当期末

残　　高 増加額 減少額 残　　高 当期償却額 当期減損損失
当期減損損失

相当額
残　　　　高

 建　　物 28,151,787  868,514  86,749  28,933,553  15,111,235           930,149  103,609  - - 13,718,708  

 構築物 2,413,436  26,380  13,810  2,426,007  1,807,837  72,385  1,303  - - 616,865  

 機械装置 2,678,912  -  -  2,678,912  2,678,912  -  - - - 0

 工具器具備品 1,517,008  17,163  592  1,533,579  1,272,962  74,267  - - - 260,617  

 船舶 5,760  -  590   5,170   5,169  -  - - - 0

 車両運搬具 16,332  -  -  16,332  10,295  2,321  - - - 6,036

計 34,783,236  912,059  101,742  35,593,554  20,886,413           1,079,124  104,913  - - 14,602,227  

 建　　物 31,395,651  2,592,301  1,374,090  32,613,862  13,287,214           1,428,629  278  - - 19,326,369  

 構築物 2,527,926  705,181  18,202  3,214,905  1,531,056  129,019  4,695  - - 1,679,152  

 機械装置 99,247  -  -  99,247  96,835  1,570  - - - 2,412  

 工具器具備品 23,739,809  2,235,864  603,808  25,371,865  18,713,990           1,997,448  - - - 6,657,874  

 図書 4,173,695  12,010  50,849  4,134,856  -  -  -  -  -  4,134,856  

 船舶 15,430  -  -  15,430  11,576  2,285  -  -  -  3,853 

 車両運搬具 93,386  -  -  93,386  81,015  8,113  -  -  -  12,371  

計 62,045,147  5,545,358  2,046,951  65,543,553  33,721,689           3,567,067  4,973  - - 31,816,890  

 土　　地 39,772,840  -  -  39,772,840  -  -  294,165  - - 39,478,675  

 美術品・収蔵品 220,281  -  -  220,281  -  -  -  -  -  220,281  

 建設仮勘定 954,106  463,841  1,409,835           8,112   -  -  -  -  -  8,112   

計 40,947,228  463,841  1,409,835           40,001,235  -  -  294,165  - - 39,707,069  

 土　　地 39,772,840  -  -  39,772,840  -  -  294,165  - - 39,478,675  

 建　　物 59,547,439  3,460,816  1,460,840  61,547,415  28,398,450           2,358,779  103,887  - - 33,045,077  注）1

 構築物 4,941,362  731,562  32,012  5,640,912  3,338,894  201,404  5,999  - - 2,296,018  注）2

 機械装置 2,778,159  -  -  2,778,159  2,775,747  1,570  - - - 2,412  

 工具器具備品 25,256,817  2,253,027  604,400  26,905,444  19,986,953           2,071,716  - - - 6,918,491  注）3

 図書 4,173,695  12,010  50,849  4,134,856  -  -  -  -  -  4,134,856  

 美術品・収蔵品 220,281  -  -  220,281  -  -  -  -  -  220,281  

 船舶 21,190  -  590   20,600  16,746  2,285  - - - 3,853  

 車両運搬具 109,719  -  -  109,719  91,311  10,435  - - - 18,408  

 建設仮勘定 954,106  463,841  1,409,835           8,112   -  -  - - - 8,112  

計 137,775,613          6,921,258  3,558,528  141,138,343          54,608,103           4,646,191  404,052  - - 86,126,187  

 ソフトウェア 5,536   -  -  5,536   5,536  -  - - - - 

計 5,536  -  -  5,536   5,536  -  - - - - 

 特許権 103,379  2,219  10,856  94,742  77,102  6,779  - - - 17,640  

 ソフトウェア 477,189  32,931  20,414  489,706  317,916  64,608  - - - 171,790  

 特許権仮勘定 20,672  10,241  7,574  23,339  -  -  -  -  -  23,339  

 商標権仮勘定 160   732  494   398  -  -  -  -  -  398   

 意匠権仮勘定 -  61  61   - -  -  -  -  -  - 

 電話加入権 1,610   -  -  1,610   -  -  1,437  -  -  172   

計 603,011  46,187  39,401  609,797  395,018  71,388  1,437  - - 213,341  

 特許権 103,379  2,219  10,856  94,742  77,102  6,779  - - - 17,640  

 ソフトウェア 482,725  32,931  20,414  495,242  323,452  64,608  - - - 171,790  

 特許権仮勘定 20,672  10,241  7,574  23,339  -  -  -  -  -  23,339  

 商標権仮勘定 160   732  494   398  -  -  -  -  -  398   

 意匠権仮勘定 -  61  61   - -  -  -  -  -  - 

 電話加入権 1,610   -  -  1,610   -  -  1,437  -  -  172   

計 608,547  46,187  39,401  615,333  400,554  71,388  1,437  - - 213,341  

 投資有価証券 707,625  302   308   707,618  -  -  -  -  -  707,618  

減価償却引当特定資産 -  300,000  -  300,000  -  -  -  -  -  300,000  

 破産更生債権等 88,471  88,434  88,471  88,434  -  -  -  -  -  88,434  

 徴収不能引当金 △88,471 88,471  88,434  △88,434 -  -  -  -  -  △88,434 

計 707,625  477,208  177,214  1,007,618  - -  - - - 1,007,618  

有形固定資産
（特定償却資産）

有形固定資産
（特定償却資産

以外）

有形固定資産合計

無形固定資産
（特定償却資産

以外）

その他の資産

非償却資産

無形固定資産
（特定償却資産）

無形固定資産合計

（１） 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第78　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第85　資産除去債務に係る特定の
除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：千円）

資産の種類

減価償却累計額 減損損失累計額

摘　　要
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注）1 佐賀大学(鍋島1)医病外来診療棟総合待合等改修工事 建物 千円

佐賀大学医学部附属病院立体駐車場整備等事業新営工事 建物 千円

佐賀大学(鍋島1)医病中央機械室等改修工事 建物 千円

佐賀大学(鍋島1)院生・臨床研究棟（Ⅱ期）改修工事 建物 千円

注）2 佐賀大学医学部附属病院立体駐車場整備等事業新営工事 構築物 千円

注）3 X線CT装置　一式 工具器具備品 千円

１００ｋＶ電子ビーム描画装置　一式 工具器具備品 千円

ｈｉｎｏｔｏｒｉサージカルロボットシステム　一式 工具器具備品 千円

表面界面ダイナミクスビームライン光源設備 工具器具備品 千円

注）1 附属病院 外来診療棟等【一部除却】 建物 千円

注）3 ＡＱＵＩＬＩＯＮ　ＯＮＥ／ＶＩＳＩＯＮ　ＥＤＩＴＩＯＮ 工具器具備品 千円

1,437,235

183,700

1,034,524

248,132

684,807

172,134

1,373,462

135,190

138,207

・当期増加額のうち、主なものは次のとおりです。

・当期減少額のうち、主なものは次のとおりです。

368,423

384,640
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（１４） 目的積立金の取崩しの明細

（単位：千円）

積立金の名称
及び事業名

附属病院充実積立金 前中期目標期間繰越積立金

長期整備計画に基
づく施設・設備整備

事業
計 病院再整備事業 計

授業料免除実施経
費

教育・研究充実積立金

教育研究プロジェクト
の実施及び設備整

備等
計

1,789,149  建物 - - 1,789,149  - - - 

- 

構築物 - - - - 18,272  - 18,272  

医療用機器 564,202  564,202  - - 

工具器具備品 86,012  86,012  - - 

- 

8,609  8,609  

- - 

1,807,421  

教育経費 - - - 491  

小　　計 650,214  650,214  1,807,421  - 

491  

8,609  8,609  

- - 

491  

診療経費 74,527  74,527  202,332  202,332  

 　奨学費 - - - 491  

- 

- - 

- - 

- 

　 その他委託費 9,649  9,649  6,688  6,688  

　 医療消耗器具備品費 3,152  3,152  - - 

- 

- - 

- - 

195,355  

　 消耗品費 2,423  2,423  - - 

　 修繕費 44,502  44,502  195,355  - 

- 

- - 

- - 

- 

　 雑費 - - 289  289  

　 消耗器具備品費 14,799  14,799  - - 

- 

- - 

- - 

41,562  

　 備品費 - - - - - 

一般管理費 - - 41,562  - 3,806  3,806  

988  988  

- 

　 修繕費 - - 41,562  41,562  

　 報酬・委託・手数料 - - - - 

- 

2,817  2,817  

- - 

244,386  小　　計 74,527  74,527  243,895  491  3,806  3,806  

2,051,808  

- 

合　　計 724,742  724,742  2,051,316  

中期目標期間終了時の
積立金への振替額

- - - - 

491  

- - 

12,415  12,415  
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